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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
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３．改革を進めるに当たっては「時間軸」を考慮し、①来年度（2024年度）に実施する取組、②「こども・子
育て支援加速化プラン」（以下「加速化プラン」という。）の実施が完了する 2028年度までに実施について
検討する取組、③2040年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組、の３つの段階に分けて、実
施していくことが考えられる。

②に記載の取組については、2028年度までの各年度の予算編成過程において、実施すべき施策の検討・決定
を行い、全世代が安心できる制度を構築し、次の世代に引き継ぐための取組を着実に進める必要がある。

Ⅰ今後の基本的な方針



全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
（令和５年12月22日閣議決定） （主な箇所抜粋②）
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（勤労者皆保険の実現に向けた取組）

◆短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃

・週20時間以上勤務する短時間労働者への被用者保険の適用拡大について、報告書において「早急に実現を図
るべき」とされたことを踏まえ、2024年末の結論に向けて企業規模要件の撤廃等について引き続き検討する。

◆常時５人以上を使用する個人事業所の非適用業種の解消

・常時５人以上を使用する個人事業所の非適用業種の解消について、報告書において「早急に図るべき」とさ
れたことを踏まえ、2024年末の結論に向けて引き続き検討する。

◆週所定労働時間20時間未満の労働者、常時５人未満を使用する個人事業所への被用者保険の適用拡大

・週所定労働時間20時間未満の労働者について、報告書において「具体的な方策について、実務面での課題や
国民年金制度との整合性等を踏まえつつ、着実に検討を進めるべき」とされたこと、また、常時５人未満を使
用する個人事業所への被用者保険の適用拡大については、「被用者保険の適用を図る道筋を検討すべき」とさ
れたことを踏まえ、2024年末の結論に向けて引き続き検討する。

Ⅱ今後の取組 １．働き方に中立的な社会保障制度等の構築



全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
（令和５年12月22日閣議決定） （主な箇所抜粋③）
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（勤労者皆保険の実現に向けた取組）

◆フリーランス・ギグワーカーの社会保険の適用の在り方の整理

・フリーランス・ギグワーカーについて、「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイド
ライン」に照らして、現行の労働基準法上の「労働者」に該当する方々については、「被用者性」も認められ、
適用除外の対象となる場合を除いて被用者保険が適用される旨を明確化したところ、その適用が確実なものと
なるよう、労働行政と社会保険行政との連携を図っており、着実に推進していく。

・上記以外の「労働者性」が認められないフリーランス・ギグワーカーに関しては、新しい類型の検討も含め
て、被用者保険の適用を図ることについて、フリーランス・ギグワーカーとして働く方々の実態や諸外国の例
なども参考としつつ、引き続き、検討を深める。

◆年収の壁に対する取組

・いわゆる「年収の壁」については、社会全体で労働力を確保するとともに、労働者自身も希望どおり働くこ
とのできる環境づくりに向けて、当面の対応策である「年収の壁・支援強化パッケージ」を着実に実行する。

・また、「年収の壁」を意識せずに働くことが可能となるよう、制度の見直しに取り組む。

＜③2040年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組＞

○フリーランス・ギグワーカーの社会保険適用の在り方も含めた勤労者皆保険の構築など、働き方に中立的な
社会保険制度の在り方の検討

Ⅱ今後の取組 １．働き方に中立的な社会保障制度等の構築



全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
（令和５年12月22日閣議決定） （主な箇所抜粋④）
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＜①来年度（2024年度）に実施する取組＞

◆前期財政調整における報酬調整（１／３）の導入

・被用者保険における保険料率の格差を是正する観点から、前期高齢者の医療給付費負担について、その１／
３部分において、報酬水準に応じた調整の仕組みを導入する。【法改正実施済み】

◆後期高齢者負担率の見直し

・高齢者世代・現役世代それぞれの人口動態に対処できる持続可能な仕組みとするとともに、当面の現役世代
の負担上昇を抑制するため、介護保険を参考に、後期高齢者１人当たり保険料と現役世代１人当たり後期高齢
者支援金の伸び率が同じになるよう、高齢者負担率の設定方法を見直す。【法改正実施済み】

◆イノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置を推進するための長期収載品の保険給付の在り方の
見直し

・創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製品の開発強化、研究開発型のビジネスモデ
ルへの転換促進等を行うため、保険収載時を始めとするイノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措
置等を推進する。医療保険財政の中で、こうしたイノベーションを推進するため、後発医薬品の安定供給を図
りつつ、 長期収載品の保険給付の在り方の見直しを行う。

◆診療報酬改定、介護報酬改定、障害福祉サービス等報酬改定の実施

・令和６年度の診療報酬改定については、医療現場で働く方の賃上げのための措置や適正化・効率化の取組な
どのメリハリのある対応を行うとともに、薬価等改定においては、医薬品のイノベーションの更なる評価や後
発医薬品等の安定的な供給確保への対応などを行う。

・令和６年度介護報酬改定と障害福祉サービス等報酬改定については、介護や障害福祉の現場で働く方々の処
遇改善を着実に行いつつ、サービスごとの経営状況の違いも踏まえたメリハリのある対応を行う。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革



全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
（令和５年12月22日閣議決定） （主な箇所抜粋⑤）
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＜①来年度（2024年度）に実施する取組＞

◆入院時の食費の基準の見直し等

・入院時の食費の基準について、食材費等の高騰を踏まえた対応を行う観点から、低所得者の負担水準に配慮
しつつ、必要な見直しを行う。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革



全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）

◆医療ＤＸによる効率化・質の向上

・保健・医療・介護の情報を共有可能な「全国医療情報プラットフォーム」を構築するとともに、標準規格に
準拠したクラウドベースの電子カルテ（標準型電子カルテ）の整備を行う。カルテ情報を医療機関間で電子的
に共有することにより、医療機関の事務負担が軽減されるとともに、過去の治療や薬剤情報等が切れ目なく共
有されることで、日常の診療から、救急医療・災害医療においても、より質が高く安全な医療を効率的に提供
することが可能となる。また、医療機関や薬局間で、薬剤情報をリアルタイムで共有できる電子処方箋につい
て、医療ＤＸ各分野との有機的連携の下で、更なる普及拡大や利活用に関する取組を着実に進める。

・全国医療情報プラットフォームにおいて共有される医療情報の二次利用について、そのデータ提供の方針、
信頼性確保の在り方、連結の方法、審査の体制、法制上あり得る課題等の論点について整理し検討を行う。

・診療報酬改定ＤＸの推進に向け、医療機関・薬局等やベンダの集中的な業務負荷を平準化するため、2024 
年度の診療報酬改定より、施行時期を従来の４月から６月に後ろ倒しする。さらに、2026年度には、共通算定
モジュールを本格的に提供する。その上で、共通算定モジュール等を実装した標準型レセプトコンピュータの
提供により、医療機関等のシステムを抜本的に改革し、効率的で質の高い医療の実現を図る。

・社会保険診療報酬支払基金について、審査支払機能に加え、医療ＤＸに関するシステムの開発・運用主体の
母体とし、抜本的に改組する。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）

◆ 効率的で質の高いサービス提供体制の構築

・ 人口減少下においても必要なサービスを維持するために、医療従事者におけるタスク・シフト／シェアを
推進するとともに、薬局薬剤師の対人業務の充実、対物業務の効率化等を推進する。同時に薬剤師の役割の強
化について検討する。

・ 保険者、都道府県、医師、薬剤師などの関係者・関係機関の更なる対応により、リフィル処方箋の更なる
活用に向けて取り組む。

・ 多剤重複投薬や重複検査等の適正化に向け、更なる実効性ある仕組みを検討する。

◆ 介護サービスを必要とする利用者の長期入院の是正

・ 利用者の生活の質向上及び保険給付の効率化の観点から、本来介護としてのケアが必要で、医療の必要性
が低い者が、医療療養病床などで長期入院している実態が引き続き見られるとの指摘について、利用者の心身
の状況に合わせた質の高いケアの提供を行えるよう対応を行う。

◆イノベーションの推進、安定供給の確保と薬剤保険給付の在り方の見直し

・2024 年度診療報酬改定における、イノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置を推進するため
の長期収載品の保険給付の在り方の見直しについて、イノベーションの評価や後発品の安定供給の状況も含め、
その施行状況について検証を行う。その他、「イノベーションの推進」と「国民皆保険の持続性」が求められ
る中、引き続き検討とされた薬剤自己負担の見直し項目である「薬剤定額一部負担」、「薬剤の種類に応じた
自己負担の設定」及び「市販品類似の医薬品の保険給付の在り方の見直し」について、引き続き検討を行う。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）

◆国保の普通調整交付金の医療費勘案・後期高齢者医療制度のガバナンス強化

・医療費適正化のより一層の推進に向け、国民健康保険制度の普通調整交付金の配分について、所得調整機能
の観点や、加入者の特性で調整した標準的な医療費を基準とする観点から、論点や改善点を整理しつつ、保険
者努力支援制度の活用と併せて、地方団体等との議論を深める。

・都道府県のガバナンスを強化する観点から、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制
度の在り方の検討を深める。

◆国保の都道府県保険料水準統一の更なる推進

・国民健康保険制度の都道府県内の保険料水準統一を推進する。具体的には、2024年度より、保険料水準の平
準化を 国民健康保険法に基づく国保運営方針の必須記載事項と位置付けるとともに、保険料水準統一加速化
プランによる各都道府県の取組状況の把握・分析を踏まえた先進・優良事例の横展開や、保険料水準の統一の
進捗状況に応じた保険者努力支援制度の評価等も活用し、将来的には都道府県内の保険料水準を「完全統一」
することを見据え、まずは、各都道府県における「納付金ベースの統一」を目指す。

◆生活保護の医療扶助の適正化等

・医療扶助について、都道府県が広域的な観点から、市町村に対して頻回受診対策や重複・多剤投薬等の取組
目標の設定・評価やデータ分析等に係る必要な助言その他の援助を行う仕組みを創設して推進するとともに、
オンライン資格確認の仕組みも活用して頻 回受診対策等を推進するほか、医療費全体に関する都道府県のガ
バナンス強化の観点から、生活保護受給者が国民健康保険制度や後期高齢者医療制度に加入することについて、
検討を深める。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（能力に応じた全世代の支え合い）

◆医療・介護保険における金融所得の勘案

・国民健康保険制度、後期高齢者医療制度及び介護保険制度における負担への金融所得の反映の在り方につい
て、税制における確定申告の有無による保険料負担の不公平な取扱いを是正するため、どのように金融所得の
情報を把握するかなどの課題も踏まえつつ、検討を行う。

◆医療・介護保険における金融資産等の取扱い

・預貯金口座へのマイナンバー付番の状況等を踏まえつつ、資産運用立国に向けた取組や国民の安定的な金融
資産形成の促進などにも配慮しながら、医療・介護保険における負担への金融資産等の保有状況の反映の在り
方について検討を行う。介護保険の補足給付の仕組み があるところ、医療保険では、保険給付と補足給付の
仕組みの差異や、加入者数が多く保険者等の事務負担をどう考えるかといった指摘があることも踏まえ、検討
を行う。

◆医療・介護の３割負担（「 現役並み所得 」）の適切な判断基準設定等

・年齢に関わりなく、能力に応じて支え合うという観点から、医療における「現役並み所得」の判断基準の見
直し等について、検討を行う。「現役並み所得」の 判断基準や基準額の見直しに当たっては、現役世代の負
担が増加することや、2022年10月に施行された後期高齢者医療制度における窓口負担割合の見直し（一定以上
所得のある者への２割負担の導入）の施行の状況等に留意する。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革
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＜②「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（高齢者の活躍促進や健康寿命の延伸等）

◆疾病予防等の取組の推進

・各都道府県において、第４期医療費適正化計画（2024～2029年度）に基づき、保険者・医療関係者との方向
性の共有・連携や、都道府県の責務や取り得る措置の明確化等の実効性向上のための体制構築を図りつつ、
「健康の保持の推進」として、特定健診・特定保健指導や生活習慣病等の重症化予防の推進等に取り組むとと
もに、「医療の効率的な提供」として、後発医薬品の使用促進や多剤投与等の適正化、効果が乏しいというエ
ビデンスがあることが指摘されている医療や医療資源の投入に地域差がある医療の適正化の取組を推進する。

◆健康づくりや虚弱化予防・介護予防にもつながる地域社会と継続的な関係を保つ居場所づくり

・高齢者一人一人に対し、フレイルなどの心身の多様な課題に対応したきめ細かな保健事業を行うため、運動、
口腔、栄養、社会参加などの観点から市町村における保健事業と介護予防の一体的な実施を推進する。

◆経済情勢に対応した患者負担等の見直し

（ⅰ）高額療養費自己負担限度額の見直し

・「新経済・財政再生計画 改革工程表2022」において「世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に
応じた負担を求める観点からの検討」を行う事項として位置付けられている高額療養費制度の在り方について、
賃金等の動向との整合性等の観点から、必要な見直しの検討を行う。

（ⅱ）入院時の食費の基準の見直し

・入院時の食費について、食材料費等の動向等を踏まえつつ、必要な見直しについて検討を行う。

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革
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＜③2040年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組＞

○高齢者数がピークを迎える中で、必要なサービスが提供できる体制の実現に向けた検討

○科学的知見に基づき、標準的な支援の整理を含め、個人ごとに最適化された、質の高い医療・介護・障害福
祉サービスの提供に向けた検討

○人材不足がより深刻化する中で、ロボット・ＩＣＴやＡＩ等の積極的な活用等を通じた、提供体制も含めた
効率的・効果的なサービス提供の在り方の検討

○健康寿命の延伸による活力ある社会の実現に向けた検討健康寿命の延伸による活力ある社会の実現に向けた
検討

○人生100年時代を見据えた、持続可能で国民の満足度の高い社会保障制度の構築や世代間・世代内双方での
公平性の観点から、負担能力に応じたより公平な負担の在り方の検討

Ⅱ今後の取組 ２．医療・介護制度等の改革


